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1.産 業革命軽視論
最近 とくに1980年 代以降,産 業革命軽視論あるいは産業革命漸進論が横行 している。産業革
ω
命は,か つて考えられていたほど革命的ではなかった し,そ れほど劇的なものではなかったと
いう研究動向が一方で支配的 となってきている。1960年 代以降のイギ リスの経済成長 とくに工
業成長の衰退は,イ ギ リス病(Britishmalaise)の 起源についての研究を促進 させた。 それ以
来イギ リス産業革命は,従 来考 えられたように革命的で劇的なものではなく,不 完全で漸進的
なもにす ぎない と考えられるようになった。産業革命の不完全性が,イ ギ リス経済 とりわけ工
業の衰退の原因であり,イ ギリス経済の競争力の脆弱性の主要な原因であると見 られ るように
(2}
なった。ウィーナー(M.J.Weiner)や アンダー ソン(P.Anderson)等 がそれぞれ異なる立場
か ら指摘 しているところによれば,産 業革命期に,産 業資本家の勢力と影響力が拡大 したが,





IndustrialSpirit185G・19801981.(MJ.ウィ ー ナ ー 著,原 剛 訳 『英 国 産 業 精 神 の 衰 退 』1984
年)。PatHudson,TheIndustrialRevolution,1992,p.9.(パッ ト ・ハ ド ソ ン 著,大 倉 正 雄 訳 『産
業 革 命 』1999年,26頁)。
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ることはなかった とされている。彼等の見解では,工 業ないしは産業資本家は,金 融資本家 と
地主エリー ト(金 利生活者で もある)と の犠牲にな り,十 分発展 しえない状態であった。イギ
(3)
リスでは,工 業化が気紛れに行なわれ,産 業革命は,線 香花火のような呆気ない企てに終った
とみ られている。イギリス産業革命は,模 範的で最 も有名な事例 として描かれるとともに,消
極的で制限された漸進的な現象 として描かれることになった。イギリス産業革命 においては,
いろいろの ことが起った場合でも,そ の影響力は以前 に考えられていたよりもずっと小 さかっ
(4}
たと考えられるようになって しまった。 このようなイギ リス産業革命の不完全性 と漸進性 とが
その後の低成長経済 という病 すなわちイギ リス病の主要な原因であるとみ られるにいた った。
以上のような見解については,本 来の産業革命を解明する観点か ら今後徹底 した検討が行 な
われなければな らない情況 にある。
皿.経 済循環論的産業革命論(シ ュンペーター,コ ン ドラチェフ,ベヴァリッジ)
シュ ンペ ーター(JosephA.Schumpeter)は,技術 革新 を契 機 とす る循環的変 動 を次 の3つ
に区別 して いる。すなわ ち① コン ドラチ ェフの波(LongCycleorKondratieffs),ほぼ50-60
年弱 の長 い周期 をもつ波動,② ジ ュグラーの波(Juglars),7年 一11年 周期 の景 気循環,平 均 し
てほ ぼ10年 弱 の中期の波動,③ キ ッチ ンの波(40MonthorKitchins),40ヵ月弱 の短期 の波動
等 で ある。 シュ ンペー ターやベ ヴ ァ リッジ(W.Beveridge)等 は,20世 紀の経済循 環の特質 を
分析 す るた めに18世 紀末 の産 業革命 期 の経 済循環 について解明 した。 シ ュンペ ーター は,経 済
発展 の30-50年 の長期波動 に関心 を抱 き,コ ン ドラチ ェフ(N.D.Kondratieff)が根本 的な技
術革 新 に よる波 動 として考 えた ほぼ50年 の持続期間 を持 った経 済循環 に着 目 した。 シュ ンペー
ター は,コ ン ドラチ ェフすなわ ち景 気循環 の一局面 として の長 期波動 の中で産業革 命 を とらえ,
それの循 環的反 復 を主張 して いる。 シュ ンペーター に よる と,長 期波動 の上昇 は,冒 険精神 に
富 む企業 経営者 達が お こした技術 革新 と密接 に関連 して いる。 シュンペ ー ターにおいて は,企
業経 営者 達 は,技 術革新 の担 い手 で ある と同時に,経 済成長 と変化 の原 動力で あ る。 シ ュンペ
ーター は,18世 紀末葉か ら19世 紀初 頭 にか けてワ ッ ト(JamesWatt)に よって改 良 され た蒸 気
機 関 を中心 に波動が お こ り,1830年 代 か ら1840年 代 に別 の次 の波動が お こ り,さ らにまた1870
年代 か ら1880年 代 に製鋼 の技 術革 新 と関連 して第3の 波動が お こった と指摘 してい る。 シュン
ペ ー ター は,コ ン ドラチ ェフのほぼ50年 周期 よ りは短 いが,30-50年 の長期波動 に着 目 して い
る。 そ して シュ ンペ ーター は,産 業革命 が新 しい経済 的 ・社会 的秩序 を創造 した唯一の事件 ま
たは一連 の事件 であ った とい う見 解 ない しは産業革命 の不連続 性 ・変革性 を強調 した見解 を否
定 した。 シュ ンペー ター は,産 業 革命 がそれ に先行 した二 つの事件,お よび それに後続 した少
(3>M.J.Weiner,oρ.oπ.P.Anderson,`TheFiguresofDescent',!V伽 五 θゾ'1～ θ鷹 ω,




な くとも二つ以上の事件 と同列のものであった ことを強調 している。
シュンペーターの上述の見解は,ア シュ トン(T.S.Ashton)の 産業革命の変革性 を否定 して
連続性を強調 している見解 にきわめて接近 している。アシュ トンの産業革命の連続性,経 済的
過程の連続性を強調す る見解は次の通 りである。「このような一連の変化が 『産業革命』と呼ば
れるべきか否かについては,い くらで も議論できるであろう。…また 『革命』 という言葉 は変
化の急激であったことを意味するが,実 際はそれは経済的過程の特徴ではない。すなわち,し
ばしば資本主義 と呼ばれるかの人間関係の体系は,す でに1760年 以前にその根源 を持っている
し,他 方その完全 な発達 を見たのは1830年 以降のことであった。『革命』という言葉には,こ の
連続性 という重要な事実を見逃す危険が含 まれている。しかし 『産業革命』 という語句 は,幾
人 もの歴史家によって次々に用いられて来たし,ま た日常会話の中にしっか りと根をおろして
⑥
いるので,今 更代 りの言葉 を提出するのは街学的 というものであろう」。アシュ トンは,産 業革
命の革命性を除去 して連続性を重視 した上で,産 業革命 という用語の使用については賛成 して
いる。
シュンペーターは,ア シュ トン以前に産業革命の連続性 ・量的側面を強調すると同時 に質的
側面を否定 し,さ らに 「産業革命 とい う用語 に眉をひそめる現代の経済史学者に賛成」 してい
る。すなわち 「著者は,産 業革命 とい う用語 に眉をひそめる現代の経済史学者に賛成である。
もしも産業革命 という用語 は,そ の示す ものが新 しい経済的 ・社会的秩序を創造 した唯一の事
件または一連の事件であった という観念 とか,産 業革命はさきだつ発展 との関連 なしに突然に,
18世紀の最後の20年 または30年 間にこの世に現出した というような観念 とかをつたえようとす
るのであるなら,た だちに流行お くれであるばかりでなく,誤 りにみちびくものだ し,原 理的
にまちがいでさえある。 この説明からそれが右の最初の観念 を支持するおそれを一切一掃する
ために,す でに十分なことがいわれてきた。われわれはあの特別な産業革命を,そ れにさきだ.
つ少なくとも二つの同 じような事件 と,そ れにつづ く少な くとも二 つ以上の事件 と同列にお
(7}
く」。さらにシュンペーターは次のように付言 している。「18世紀の80年 代,90年 代の産業興隆
を 『もた らした』革新 は,多 くの場合,ず っと早 く出現 した一一数量的には重要ではないが,
ある場合には実際上の成功 となった予備的状態で と全 く同 じように,19世 紀の20年 代,30
年代 は,す でにつぎのコンドラチェフを 『もた らす』べき革新の最初の成功を示 している,と
いうことがそれである。ついで,と りわけ第二番 目の重要事,す なわち,世 界的な鉄道化 は,
いま問題 となっているコンドラチェフの最後のジュグラーの中で重要な役割を演 じるほどにさ
(5)J.A.Shumpeter,Business(汐61θs,2vols.,1939.(J.A.シュ ンペ ー タ ー 著,吉 田 昇 三 監 修,金 融
経 済 研 究 所 訳 『景 気 循 環 論 』1-V,1958年)。WBeveridge,`THETradeCycleinBritain
before1850',OxfordEconomicPapers,III,1940.
(6)T.S.Ashton,TheIndustrial1～ε〃01躍∫oη176G・1830,1948,p.2.(T.S.アシ ュ トン著,中 川 敬
一 郎 訳 『産 業 革 命 』1953年,2-3頁)。
(7)J.A.Shumpeter,oρ.C21,.VoLI,p.253.(前掲 書 邦 訳,II,377-378頁)。
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え,ハ ッキ リあらわれている。同 じ現象は,第 二 コン ドラチェフの下降期 と回復期 とに観察 さ
れ る。その時期,と くに80年 代に,第 三 コンドラチェフの もっとも重要な革新である電化が,
(8》実験
の段階 をこえて発達 した」。
シュンペーターは,コ ン ドラチェフの波,す なわちコンドラチェフが根本的な技術革新によ
る波動 として考 えた ほぼ50年 ないしは60年 弱の長 い持続的周期をもつ波動ないしは循環に歩調
を合わせた研究を展開した。 コンドラチェフは,科 学的進歩が広汎な産業分野に波及,浸 透 し
て新 しい工業技術を生み出 し,こ の新 しい工業技術 に基礎 をおいた生産方法が定着 して次の波
動が もた らされるようになるまでの数十年間に,産 業活動 と資金の投入が活発 になったと指摘
している。 コンドラチェフの長期波動 ・長期循環論の立場からす ると,産 業革命は,技 術革新
が もっ とも著 しく展開されたひとこまであ り,コ ンドラチェフの長期波動の上昇局面を指 し示
す ものである。コンドラチェフの産業革命観においては,産 業革命が景気循環の長期波動の一
局面 として とらえられ,産 業革命の不連続性 ・革命性 は否定 されて,連 続性が指摘されている。




economy)に 不可欠な要素 として発生 した と主張 した。 この点の研究 は,ロ ス トウ(W,W.
Rostow)な どによってさらに進められた。 このように産業革命は,凶 作や戦争などによる一時
的な影響に代わ って,一 定の周期性 を備えた比較的規則的な循環が支配するようになった経済
社会への転換を画する事件であった と理解 された。ジュグラーの波ないしは循環(7-11年 周
期の景気循環,平 均 してほぼ10年 弱持続する標準的な中期 の波動)は,す べての先進的経済社
会において,工 業化過程(産 業革命)が 開始 されて以来周期的に存在 してきており,先 進的経
(10}済社会
に固有のもの として長 い間認め られてきた。コンドラチェフとシュンペーターは,い わ
ゆる産業革命を景気循環の一環 として とらえているのに対 して,ベ ヴァリッジは,産 業革命を
景気循環社会の到来 をもたらした事件 としてとらえている。 とくにシュンペーターは,前 述 し
た ように 「あの特別 な産業革命を,そ れにさきだつ少な くとも二つの同 じような事件 と,そ れ




son,op。6".,pp.15-16.(前掲 書 邦 訳,33-34頁)。
⑩WBeveridge,op.cii.W。W.Rostow,BritishEconomyoftheNineteenthCentury,1948.
T.S.Ashton,EconomicFluctuations2YEngland1700-1800,1959.A.D.Gayer,W.WRos-
towandAJ.Shwartz,丁 加GrowthandFluctuationoftheβ γ戯 曲Economy1790-1850,
2vols.,1953.D.H.AldcroftandP.Fearon,eds,,BritishEconomicFluctuation1790-1939,
1972.PatHudson,op.cit.,p.16.(前掲 書 邦 訳,34頁)。
(91)産 業革命期における経済循環,経 済成長および生活水準に関する諸研究91
につづく少なくとも二つ以上の事件 と同列にお く」 としている。 シュンペーターは,18世 紀産
業革命のはるか以前か ら景気循環が周期的に存在す るようにな り,そ の一環 として,あ の産業
革命 もその他の時代の産業革命 も勃発した とみている。従ってシュンペーターは,18世 紀産業
革命を著 しく軽視 していると言いうる。さらにシュンペーターは次のように も強調 している。
「けだし,わ れわれのコンドラチェフの進行中に発生 した産業上 ・商業上の変動は,明 瞭にそ
れ以前に識別され る発展に加わ り,ま た,そ れから成長 した,と いうことは全 く明らかだから
である。発明によってその日時を確定しようと考えることはなおさらで きない。けだし,も っ
とも重要な発明の多 く一た とえばダービーの発明,ニ ューコメンの発明,ケ イの発明のような
一は18世紀の前半になされ,ま た,こ れらの発明の系譜 は,も ちろん,さ らに以前にさかのぼ
OD
るのであって,あ る場合には古代に までさかのぼるからである」。シュンペーターは,産 業革命
の革命性を否定 して,連 続性 ・継続性 を強調す ることによって,長 期的波動 ・長期的経済循環,
さらには諸多の技術革新の一環 として産業革命 をとらえている。さらにシュンペーターは,産
業革命を近代工業の出現の全過程 としてとらえ,産 業革命の開始時期 を1700年 までさかのぼり,
それ以降の諸多の長期的経済循環の上昇期の諸多の技術革新 として理解 している。
現在,長 期的なインパク トとして,過 去の蒸気機関,電 力,自 動車の例をあげることが多い
が,さ らに今日の 「IT」を中心 とする新技術の革新 を積極的にあげる場合が多 くなってきてい
る。 いわゆる 「IT革命」は,将 来,資 本主義的政治経済体制 をのりこえてい くきっかけ となる
技術的変革である可能性 は多分 にあるが,今 の ところ重要ではあるが体制の枠内での技術革新
にとどまっている。過去の電力や自動車の例 も人間 とその社会に多 くの便益 と幸 ・不幸 をもた
らしたが,や は り体制内の技術革新 として理解 しうる。それらの技術革新に対 して,1760年 代
から1830-40年 代にいたる産業革命 は,綿 工業における作業機の発明 と採用,蒸 気機関の改良・
綿工業への採用,さ らには鉄道 ・蒸気船 をもた らした,一 連の技術的過程における変革 にとど
まらず,工 場制工業を出現せ しめ,ブ ルジョア を生産 ・流通 における主人公たらしめ,多 くの
人間を労働者たらしめた大事件であ り,同 時に自由競争社会 をつ くり出すことになった変革で
ある。電力,自 動車,「IT」 などにおける 「革命」は,産 業革命 によって出来上った近代資本主
義の路線上の高度の技術革新 として存在 しているのであって,い わゆる量的 ・質的意味 をもっ
た産業革命 と同列なものとして理解 しうるものではない。
皿.経 済成長 論 的産 業革 命論(ロ ス トウ,デ ィー ン,ハ ー トウェル)
1950-1960年 代 においては,産 業革命が一回きりの技術的経済的転換であるという見解が強
く支持 された。それ と同時 に工業化 は,す べての国が辿 らなければならない成功への道であり,
富の程度は,工 業化の程度 によるという見解が強 くなった。イギ リスの工業化は,他 の諸国に
ωJ.A.シ ュ ンペ ー タ ー 前 掲 書 邦 訳,II,378頁 。
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さきがけて自然成長的に行なわれたがゆえに長期間にわたって緩やかに行なわれた。その他の
諸国は,イ ギリスか ら先進的技術 と実際的知識を導入することが多大の利益を獲得することに




StagesofEconomicG箔oz〃 訪,、9入 りπ一CommunistManifesto)を 発刊 して,そ の中でイギリ
スの経済成長の過程をある程度念頭 におきながら,す べての社会の形態を次の五つ,す なわち
「伝統的社会」,「離陸のための先行条件期」,「離陸」,「成長への前進」,「高度大衆消費時代」
G3
に分類 した。そして彼は,「離陸」を 「生産方法における急激な変化 と直接結びついて比較的短
oo
期間に決定的な結果をもたらす産業革命」 と定義 している。 さらにロス トウは,「離陸」=産 業
革命 を 「社会の歴史において成長することが正常な状態 となるあの決定的一期間」,「社会の歴
史において決定的な意味 をもつ転換期」と定義 し,イ ギリスにおける 「離陸期」=産 業革命期 を
1783年 から1802年 までの時期 とし,そ れ以降乗数効果によって持続的工業化が もたらされ,成
長することが経済の通常の状態 となったとみてい る。 ロス トウは,「離陸」=産 業革命 について
より具体的に次のように定義 している。①生産的投資率が国民所得(も しくは純国民生産)の
10パ ーセン ト以上に上昇すること。②十分な力をもった一つないしそれ以上の製造業部門が高
い成長率 をもって発展す ること。③成長に前進的性格 を与えるような,政 治的 ・社会的 ・制度
G5)
的枠組がすでに存在 しているか,あ るいは急速に出現 しつつあること。 ロス トウは「離陸」の定
義 にあたって,以 上三つの互いに関連する条件が備わっていることが肝要であるとしている。
ロス トウによれば,イ ギ リスの場合,木 綿工業お よびその関連産業が 「離陸」にさいしてとく
に重要な役割 を果た したのであり,木 綿工業,運 河,鉄 道などの一連の高度成長部門がその時
期 に乗数効果 によって持続的工業化を生み出 した と主張されている。
ロス トウの 「成長段階説」,「離陸」論 は,ク ラバム以来の楽観的 ・数量的産業革命論 とくに
アシュ トンの産業革命論 とドイツ歴史学派の発展段階説 と近代経済学的成長論 との特殊な歴史
的融合物 であったと言いうる。 とくに彼の 「離陸」論 は,産 業革命期の産出高の増大,貯 蓄高
の増大,生 産的投資率の急増,一 人当 り実質所得の増大 という楽観的成長概念 を内包 している。
ロス トウは,「現代の低開発国の世界 における,強 い特殊な文化を持った伝統的社会を近代化す
るとい う問題」,すなわち「離陸」させるという問題,特 に工業化 させる問題 を解決する場合,「ヨ
q2>A.Gerschenkron,EconomicBackwardness2YHistoricalPerspective,1966.
q3>WW.Rostow,7物stagesofEconomicGrowth,ANon-CommunistManifesto,1960,p.
4.(W.W.ロ ス トウ 著,木 村 健 康 ・久 保 ま ち子 ・村 上 泰 亮 共 訳 『経 済 成 長 の 諸 段 階 一 一 つ の 非 共 産
主 義 宣 言 一 』1961年,7頁)。
ωWW.Rostow,op.cit.,p.57.(前掲 書 邦 訳,78頁)。
U5)W.WRostow,op.cat.,p.39(前掲 書 邦 訳,53頁)。
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㈱一ロッパの経験 よりも日本の経験の方がはるかに示唆するところが大きい」 と指摘 している。
ロス トウの 「成長段階説」は,欧 米型の先進諸国 とアジア ・アフリカ型の低開発国 を含むグロ
ーバルな,そ して反マルクス主義的な発展段階説,「 離陸」論であった。ロス トウによれば,マ
ルクスの経済学,発 展段階説は,2-3の 主要なヨーロッパ諸国のむしろ特殊 な経験によって
不当に色づけされているとされている。 ロス トウの発展段階説,成 長論,「 離陸」論 において
は,イ ギリスの経験,と くに「離陸」=産 業革命は,貴 重で,古 典的で,示 唆に富んでいる経験
と見 なされていない。彼の発展段階説=「 成長段階説」は,ヨ ーロッパ諸国の体制やかつての
ソビエ トの体制 よりもアメ リカの体制の方がはるかに優れているという認識に基いている。
ロス トウは,経 済成長の過程あるいはその段階区分 を機械的に単純化 しすぎている。 とくに
イギリスの「離陸期」=産 業革命期 を1783-1802年 の極 めて短い期間に設定している。 このロス
トウの主張は,イ ギ リスによるアメ リカ独立承認後のイギ リスの綿花輸入 と綿織物輸出の画期
的急上昇 を特に重視して,上 述の時期 に「離陸期」=産業革命期 を設定 したと言いうる。 このよ
うな視点か らの議論 は,1760年 代の前半以後1783年 にいたるまでの時期の技術的 ・経済的変革
としての産業革命の初期の部分の重要性 を見逃 してしまうことになる。同時にその時期の政治
的 ・社会的側面をも見逃してしまうこととなる。産業革命研究を行なう場合,そ の手段 として
綿花輸入 と綿織物輸出の研究 を行 なうことは必要であるが,同 時にそれをささえる技術的 ・経
済的過程の研究が必要である。産業革命期 は,1783-1802年 の期間だけではな く,そ れ以前の
1760年 代の前半,す なわち1764年 にハーグ リーブス(JamesHargreaves)が ジェニー紡績機
(spining-jenny)を 発明 した頃か ら1814年 にステ ィーブンソン(GeorgeStephenson)に よっ
て発明された蒸気機関車がマンチェスター ・リバプール問で営業運転を開始する1830年 頃,さ
らには1840年 代頃にいたるまでの技術的 ・経済的 ・政治的激変期 に相当する過程である。産業
革命 は,イ ギリスの場合,あ きらかにロス トウが強調 している 「離陸期」すなわち1783-1802
年以前に始 まり,そ れよりずっと以後 に終了したのである。イギ リス産業革命は,ロ ス トウの
主張 している 「離陸期」におさまりえなかったのである。
ロス トウは,産 業革命の推進者が産業資本家,あ るいは大工業やその経営者を育成 しようと
したブルジョア国家であったことを重視 していない。イギ リス産業革命における産業資本家の
役割,ド イツ,日 本等における国家の役割 も,「離陸」・工業化 ・近代化が行なわれ る場合 の,
それぞれの一つの手法 としか考 えていない。ロス トウは,産 業革命が,社 会主義国や低開発国
の国家による軍事工業や農業の急激な発展によってももたらされると考 えている。ブルジ ョア
社会の成立,社 会主義社会の建設,植 民地からの解放による民族国家の成立によって,近 代化・
工業化が実現出来れば,そ れは 「離陸」が行なわれたことになる。 この点において,ロ ス トウ
の「離陸」は本来の産業革命 とあきらかに異なっている。ロス トウは,先 進資本主義国,後 進資
㈲ ロス トウ,前 掲書邦訳(日 本語版へのまえが き),9頁 。
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本主義国,社 会主義国,低 開発国等いずれの諸国においても,① 生産的投資率が国民所得の10
パーセ ント以上に上昇 し,② 一つないしそれ以上の製造部門が高い成長率 をもって発展し,③
成長 に前進的性格を与 えるような,政 治的 ・社会的 ・制度的枠組が存在 しているか,あ るいは
急速 に出現 しつつあれば,そ の時期 に 「離陸」は着実に進行 し実現出来るとみている。ロス ト
ウは,必 ず しも産業革命を封建社会から近代資本主義社会 に移行する場合の技術的 ・経済的変
革,さ らにそれらの変革に照応す る政治的 ・社会的変革としてとらえていない。
ロス トウは,世 界の主要国の「離陸期」=「暫定的・近似的な離陸期の日付」二産業革命期 をイ
ギ リス1783-1802年,フ ランス1830-1860年,ベ ルギー1833-1860年,ア メリカ合衆国1843-
1860年,ド イツ1850-1873年,ス ウェーデン1868-1890年,日 本1878-1900年,ロ シア1890-
1914年,カ ナダ1896年 一1914年,ア ルゼンチン1935年 一,ト ルコ1937年 一,イ ンド1952年 一,
　
中国1952年 一 とみている。その他低開発国の 「離陸」 については,イ ギ リスや他の西 ヨーロッ
パの経験よ りも日本の経験の方がはるかに示唆にとんでいるとみてお り,そ の時期を第2次 世
界戦争後においている。彼は,「離陸」について非経済学的表現を用いて次のようにも規定 して
いる。「通常,伝 統的社会にすが りつこうとするひ とび とないしは近代化以外の目標を求めよう
とするひとび とに対 して,経 済の近代化をはか るひ とびとが決定的な社会的 ・政治的 ・文化的
　
勝利 をおさめることである」。ロス トウの言う 「離陸」は,前 述の三つの相互 に関連する条件を
備 えることによって,し かも経済の近代化,工 業化をはかるひとび との勝利 によってもた らさ
れ ることになり,イ ギ リスを含む西 ヨーロッパ においても,ア メ リカにおいて も,ア ジアやア
フ リカにおいても,時 を越 えておこりうることになる。ロス トウの「離陸」遂行の主体は必ずし
も産業資本家にかぎらないのである。
ロス トウの「五つの成長段階」,と くにその中の「離陸」の研究に当っての実践的課題は,先 進
的諸国の歴史的経済発展段階や産業革命 について理論的に研究す ることで もあるが,そ れより
もより強力で豊かなアメ リカを中心 とした世界,と くに低開発国 とりわけ発展途上国の近代化,
工業化を追究することであった。ロス トウは,「近代工業の秘訣が はじめてイギリスで展開され
て以来近代社会が二世紀の間に どのように進化 してきたか,と いうことについての一つの展望
　
を1960年 代 において新たにつ くり出そうとする真の欲求が多 くの場所に存在 している」とみて
いる。
q7)W.W.Rostow,op.cit.,p。38.(前 掲書邦訳,52頁)。 ロス トウは,1960年 当時,ア ルゼンチンにつ
いては,「 持続的な離陸」が開始されたのは1930年 代中 ごろとみてお り,ほ ぼ成功であったと判断
している。彼は,ト ルコに'ついては,自 己維持的成長への移行過程 とな りうるか否か,構 造的問
題 を克服 しうるか否か,の 判断は今後にまたねばな らないとしている。 なお彼 は,イ ン ドの 「離
陸」への努力 と中国の 「離陸」への努力が成功 するか どうかについては,判 断するのに時期が早
す ぎる としている。
(18WW.Rostow,op.o".,p.58.(前掲書邦訳,79頁)。
(19)ロ ス トウ,前 掲書邦訳(日 本語版へのまえが き),10頁 。
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ロス トウは,な によりも工業化,す なわち一つもしくはそれ以上の新 しい製造部門の急速な
成長が経済的転換の強力な本質的原動力であると考えている。 この.ような製造部門における急
激な成長は,全 体の生産高を増大させるだけではな く,一 人当 り産出高を増大させ る。 そして
そのようなことは,一 人当りの所得 ・実質賃金の増大をもたらし,そ れの多 くの部分 を貯蓄す
るのみならず,そ れ を高度に生産的な部門に投資 し,そ れを効率的に行なう人達に多額の所得
をもた らす。所得の増大は,当 該製造部門の製品に対 してばか りではな く,そ の他の部門で生
産 された製品に対す る連鎖的有効需要をつ くり出す。それはまた都市部の拡大 をもたらし,同
時に資本費用の増大 ということもあ りうるが,都 市人 口の増加 と市場組織 の拡大 ・整備 を支援
することになり,工 業化 をいっそう前進 させることになる。そして最初の主導的製造部門に代
⑳わる新たなる主導的製造部門
の発生 ・発展 を支援することになるとロス トウはみている。
ロス トウは,生 産性の高い新 しい生産函数 を伴 う持続的経済成長が,一 人当りの産出量 を増
大させ,連 鎖的有効需要 をつ くり出し,生 活水準の上昇をもたらす と主張 している。ロス トウ
の言っている「離陸」二産業革命は,そ のような社会をつ くり出す転換期 としてとらえられ,極
めて楽観的情況 をつ くり出す画期 として主張 されている。
ロス トウは,「離陸」が行なわれて,「成熟への前進」が行なわれるにつれて,次 の三つのこ
とが起った としている。「第一に,労 働力が変化 した。その変化は労働力の構成 ・実質賃金 ・将
来の見通 し ・熟練度等について起った。離陸期以前にはおそらく労働力の75パ ーセン トが農業
にあって,単 なる生活水準 とはいわないまでも低 い実質賃金で生活 していた。離陸期の終 りま
でにこの数字は40パ ーセ ントに落ちることになろう。そして成熟 までには多 くの場合それは20
パーセントに落ちている。…そのうえ,労 働者の実質賃金が単に上昇 しそうであるばか りでな
く,労 働者 自身はまた,彼 らが自分の組織 をつ くり彼 らの存在を社会に感 じさせるならば,お
そらくより高い賃金 とより大 きな雇用保障 と福祉 とを達成することができるであろうというこ
とを,認 識することにもなりそうである。…第二 には,指 導者層の性格が変化する。掠奪者型
の綿織物成金 ・鉄道成金 ・鋼鉄成金そして石油成金か ら,高 度に官僚化 された機構 の中での有
能な職業的経営者へ と変化するのである。…第三には,以 上の二つの変化に関係 をもつが,さ
らにそれ以上のもの として,全 体 としての社会が工業化の奇蹟 にいささか捲 きはじめる。…西
方の世界 も19世紀後半になると多 くの微妙なや り方で工業化 を唯一の圧倒的な目的 とみること
に対する反省を言葉に表現 しはじめた。…マルクスが成熟への前進の人間的犠牲に対す る抗議
者 として適切な位置を与 えられるの もこの時期である。…成熟期は新 しく望み多い選択を提供
⑳
する時期であると共に,危 険な時代でもあるのである」。
ロス トウは,「西方の世界 も19世紀後半になると多 くの微妙なや り方で工業化を唯一の圧倒的
な目的とみることに対する反省を言葉に表現 しはじめた」とか,「成熟期は新 しく望み多い選択
⑳W.W.Rostow,op.cit.,p.58.(前 掲 書 邦 訳,79頁)。
⑳WW.Rostow,oヵ.oゴ'.,pp.71-72.(前 掲 書 邦 訳,96-98頁)。
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を提供する時期 であると共に,危 険な時代で もあ る」 とみているが,基 本的には 「離陸期」以
降の社会 においては,工 業化が行 なわれて一人当 り産出高の増大=所 得の増大,貯 蓄の増大,
生産 的投資の増大,さ らなる所得の増大,有 効需要の増大,生 活水準の上昇がみられたと確信
している。彼 は,労 働者 の 「教育程度 もそして知識 もます ます向上」し,「そのうえ,労 働者の
実質賃金が単に上昇 しそうであるばか りでなく,… おそらくより高い賃金 とより大 きな雇用保
障 と福祉 とを達成することができるであろう」とみてお り,労 働者の貧困についてはほとんど
問題にせず,あ きらかに楽観論 ・数量的増大論を展開 している。
アイディア
パ ッ ト・ハ ドソン(PatHudson)は,ロ ストウの 「範 型は,経 済成長のメカニズムが もつ
諸側面を照 らし出している点で重要であった。ロス トウ以降,産 業革命の歴史は以前にはみら
れなかったや り方で,成 長率 と投資率 との変化に,ま た特定部門の発達がもた らす乗数効果に,
　
関心 を寄 せ る ように なった」と評価 して いる。 ホブズ ボーム(E.J.Hobsbawm)は,「離陸期」=
産業 革命勃 発期 を1780年 代 の10年 間 とか,さ らに 「1780年 か ら1800年 まで の20年 の うちの ある
時期 」 とい うようにその期間 を ロス トウの主張す る 「1783-1802年 」 の 「離 陸期」 に接近 させ
てい る。 そ して それ ばか りで はな くその理 由を極 めて ロス トウ的 に次の よ うに表現 してい る。
「と言 うの は,そ の 時 に,我 々 が言 え る限 りで,す べて の関 係 あ る統 計的諸指 標が,"離 陸"を
あ らわ す,突 然 の,鋭 い,ほ とん ど垂直 の,上 方 への転換 を な したか らであ る。経済 は,い わ
　
ば飛行 状態 になった のだ」 としてい る。 しか しホブズ ボーム において は,「 離 陸期」=産 業革命
勃発期 を1780年 代 の10年 間 とか,あ るいは 「1780年 か ら1800年 までの20年 の うちのあ る時期 」
と しなが らも,産 業 革命期 を 「1780年 代 の"離 陸"に は じまる時 期」 か ら 「1840年 代 のイギ リ
　
ス にお け る鉄道 の敷 設 と巨大重工業 の建設 とにおわ る」 時期 として いる。ホ ブズボー ムは産 業
革命期 を 「1789-1848年 」 の ヨー ロッパ にお ける市民革 命期 と同時代 におい てい る。 ホブズ ボ
ー ム は,1789年 のフ ランス大 革命 に はじ まる市民 革命 と産 業革命 を「二 重革命 」(thedualrevo一
　
lution)と して とらえてお り,ロ ス トウの、「離陸」とホブズボームの産業革命はあきらかに異な
る。
ロス トウは,一 人当 り実質消費すなわち生活水準が上昇するか否かは,「投資自体の量・性格
お よび生産性によるとともに,所 得分配の型や人 口圧力の型 によって決定される」 としている。
同時 に 「"離陸"に とって十分条件ではないにしても必要条件」は,「国民所得(も しくは国民
純生産)に 対する純投資の比率」=「生産的投資率」が10パ ーセン ト以上に上昇 し,あ りうべ き人
口の圧力 をはっきりと凌駕 して「国民一人 当り実質産出高の明確 な上昇をもたらす,と い う事
α2)PatHudson,op.cit.,p.18、(前掲 書 邦 訳,36頁)。
㈱EJ.Hobsbawm,TheAgeofRevolution1789-18481962,p.28.(E.J.ホブ ズ ボ ー ム 著,安 川
悦 子 ・水 田 洋 共 訳 『市 民 革 命 と産 業 革 命 』1968年,44頁 。
⑳EJ.Hobsbawm,op.c".,p,29.(前掲 書 邦 訳,45頁)。
㈱EJ.Hobsbawm,oρ.6∫'.,p.2.(前掲 書 邦 訳,4頁)。
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⑳
実」であるとしている。そしてロス トウは,一 人当 り実質産出高の増大が,所 得の増大,貯 蓄の




それに対 してホブズボームは,産 業革命による生産の増加がもたらされたにもかかわ らず,
実質消費すなわち生活水準の上昇 を伴わなかった基本的理由について次のように説明 している。
「生活水準が,何 時で も向上するという理由はない。それが向上するかどうかは,付 加的生産
物の全人 口への配分にかかっている。 しかし我々は,初 期産業資本主義の下では,(a)国 民所得
の分配 を,よ り平等にする有効な機構はな く,そ うでな くするい くつかの機構があったこと,
(b)当時支配的であった諸条件の下での産業化は,投 資機構が能率的でなかったために,理 論的
に必要 とされるよりも過重な,消 費か らの資財の流用を必要 としたのはほぼ確かであることを
知 っている。蓄積 された貯蓄の大部分は,全 く産業化 に直接 に投資されず,従 ってはるかに多
くの貯蓄負担を社会の他の者に負わせた。資本が極めて不足 していた諸国で は,一 般民衆の生
活水準の低下は殆 どさけられなかった。大量の資本が理論的には入手可能であったイギ リスの
ような諸国で,そ の低下が生 じたかに見えたのは,入 手可能であったものの多 くが実際 にはも'
つ とも有用な投資に振 り向けられなかったとい うだけの理由によるものであった。従って我々
は,'も っともよく言って,生 活水準の向上 は,予 想 しうるよりずっとのろいものであったと考
㈱
えるべ きだ し,も っとも悪 くいって,悪 化 を見い出 して も驚 くべ きではない」。ホブズボーム
は,産 業革命の下での生活水準低下の理由として,生 産高の著しい増加があったにもかかわら
ず,国 民所得の分配が不平等であった こと,投 資機構が非能率で,し か も資本の大部分が有用
な方向に振向けられなかったので,工 業における資本不足 を招いたことをあげている。資本家
は,そ の資本不足を解消する有力な手段 として,さ らに労働者への圧力を増大 させた。 これら
が実質賃金を低下させ,有 効需要の減少 と生活水準の低下 を,同 時期 にもた らした原因である。
産業革命期においてさえも,所 得の転換によって利益をえた多 くの人々,そ して特にその中で
もっとも富裕な人々は,そ の金 を直接的な工業以外の ところへ投資するか,あ るいは浪費して
しまう傾向が顕著であったため,産 業資本家は,労 働者をますますきびしく圧迫せざるをえな
かった。小規模資本家 は,上 からの圧力を二重三重 に受けていたため,労 働者への圧迫 は目に
余るものがあった。 このような情況の中では,ロ ス トウの「離陸」論の順序通 りの展開がみられ
ないことにな り,一 人当 り実質産出高は増大しても,実 質賃金は下落 し,生 活水準は低下せざ
るをえなかった。
ロス トウの著書 『経済成長の諸段階』は,欧 米先進諸国の成長の歴史的現実性 と欧米 による
㈱WW.Rostow,op.6ガ'.,pp.37-38.(前掲 書 邦 訳,51頁)。
(27)W.W.Rostow,op.6ガ'.,pp.58,71.(前掲 書 邦 訳,79,97頁)。
㈱EJ.Hobsbawm,LabouringMen,studies勿theH絃oηofLabour,1964.p.65.(E.J.ホブ




主張 した 「非共産主義宣言」であった。「しかし1960年 代には,低 開発国の状態 と前工業的(産
業革命前の)西 ヨーロッパの歴史的状況 とはあまりに著 しく相違するので,比 較 した り処方箋
(鋤
を書いた りす ることは難 しい,と いう点が示唆されるようになった」。イギリス産業革命 は,世
界で最初の,し かも古典的で独特の変革であり,他 国で存在 しないような前提諸条件の下で発
生 し,進 展 した。イギリスは,産 業革命勃発にあたって,既 に世界市場の大部分 を支配 してお
り,資 源 と市場 をめぐって他の先進諸国 と特に競争する必要のない状態になっていた。さらに
イギ リスは,産 業革命進行中に,ア メ リカ独立戦争,ヨ ーロッパ市民革命,ナ ポレオン戦争等
を経験 したが,こ の時点で他国を圧倒する大工業国に発展した。第二次世界戦争後の低開発国
の大部分 は,世 界の富のアメ リカをは じめとする特定国への圧倒的集中の下で,先 進国か らの
資本注入 と国際援助 にもかかわ らず,「離陸」=工 業化のどのような 「古典的」経験にも失敗 し
た。 ロス トウの「離陸」の実現 は,過 去の帝国主義的支配 と今 日の政治的圧力および経済的支配
を受 けている低開発国においては,困 難を極めている。
ロス トウが近代社会の特徴 を 「離陸」による 「持続的経済成長」の実現 と見ているが,コ ー
ル(W.A.Cole)と ディーン(PhyllisDeane)も 同様に近代社会の特徴 を工業化による「経済成
⑬D長
」あるいは単位 当り「生産量の持続的増大」と位置づけている。すなわち「世界史における近代
を,過 去のすべての時代 と区別する特徴 は,経 済成長 という事実である。その経済成長は,西
ヨー ロッパにおいてはじまり,ヨ ーロッパからの移住が行なわれた諸国に最初 に拡大 した。経
済的活動からの生産物 は,次 第 に多 くの諸国において増大 しはじめ,そ の将来的拡大の勢いを
お こしはじめた。人類の歴史においてはじめて,人 間の労働一人当りあるいは入手 しうる諸資
源単位当 りの財貨ならびに用益の生産量の持続的増大をはっきりと認めることが可能 となった。
普通人の生産的限界のかかる拡大が現われる場合にはどこでも,経 済関係の明確 な転換がみら
れた。圧倒的な農業的 ・家族的経済組織制度は,圧 倒的な工業的制度 に道を譲 りはじめ,こ の
(認)
ようにして典型的生産単位は,そ の家族的生産単位 よりも必然的により大 きなものとなった」。
コールとディー ンは,近 代社会 における「持続的経済成長」を可能にしたものは,ロ ス トウと同
じように経済関係の転換,す なわち農業的 ・家族的経済から工業的経済への転換 によって,単
位当 り生産量 を持続的に増大 させた ことだ とみている。
ディーンは,工 業化ないしは産業革命 によって,よ り高い生産水準 とより高い消費水準を享
受することの出来る 「持続的経済成長過程」を獲得することが現実的に可能だというように楽
(29)W.W.Rostow,oウ.6鉱,(前掲 書 邦 訳)。
(30)PatHudson,op.6舐,p.18.(前掲 書 邦 訳,'37頁)。





観論 を展開している。すなわち 「富への道は,産 業革命 を経由することによって もたらされる
とい うことは,今 日においてはほぼ,経 済発展理論の公理である。(戦争や自然災害があるとき
は別 どして)各 世代が確信 をもって,そ の先祖 よりも,よ り高い生産水準 とより高い消費水準
を享受することを期待出来 る持続的経済成長過程 は,工 業化をなしとげることの出来 る諸国民
にのみ開かれている。いわゆる20世紀中葉の先進諸国の住民の生活水準 と今 日の低開発国 もし




数は人口増加率であって,人 口が増加 した場合 には一人当 りの産出高は減少 し,人 口が減少し
た場合 には一人当 りの産出高は増大 した。 これに対 して18世 紀 に起源をもつ物的繁栄は,そ れ
以前のすべての経験 とは異なるところの工業化 と結びついてお り,そ の繁栄は長期間にわたっ
働
てもはや くつがえしえないものとなった」。
コール とディーンとくに後者は,従 来の長期にわたる停滞的状況を脱却 して,単 位当り生産
量の持続的増大,よ り高い生産水準 と消費水準を持続的に達成出来る経済成長過程を出現せし
めるにいたった転機 となった ものが工業化であり,産 業革命であるとみている。デ ィーンは,
次のような 「相関連する諸変化が,も し相伴って発展 し,か つ十分な程度にまで発展するなら
㈲
ば,産 業革命 を形成する」ことになると主張 している。「(1)近代科学 と経験的知識 とが市場向け
の生産過程に広 くかつ組織的に適用されること。(2)家族的 もしくは地方的市場向けの生産 であ
るよりはむしろ,国 民的市場および国際的市場向けの生産の方向に経済活動が専門化すること。
(3濃村社会から都市社会へ人口が移動すること。(4)家族 もしくは種族 に基 くもので もな く,さ
らには自治体 もしくは公共事業体 に基 くものでもない,標 準的生産単位の拡大 と非人格化が行
なわれること。(5)第一次的生産物 の生産 に関連 した経済活動か ら工業製品および用益の生産に
関連 した経済活動に労働力が移動すること。(6)人間労働の代替品として,し か も補充物 として
資本的諸資源を集中的しかも広汎に生産 に使用すること。(7)土地 とは別の生産手段,す なわち⑬励
資本の所有もしくは関係によって規定された新 しい社会的および職業的階級が出現すること」。
ディーンは,以 上(1)一(7)までの相関連する諸事項の変化が相伴 って発展 し,十 分な程度にま
で発展するならば,工 業化 をもた らし,産 業革命 を勃発せしめると考えている。 とくにディー
ンは,成 長論的 ・連続論を主張 しながらもロス トウの 「離陸論」とは異な り,工 業化のための
前提諸条件の中の重要な諸事項の中に,商 品生産の発展と資本主義的生産関係の発生を含めて
考えている。ディーンは,工 業化=産 業革命の勃発のためには,一 定の技術的 ・経済的 ・社会
(33>PhyllisDeane,TheFirstIndustrialRevolution,1965,p.1.
⑳W.A.ColeandPhyllisDeane,inHJ.HabakkukandMPostan,edited,op.6髭.,p.2.永




的諸条件の存在が前提 されることを強調 し,そ れ らの連続的統合が重要であることを強調 して
いる。同時に彼女は,工 業化=産 業革命 を連続的経済成長過程の一環 としてのみ とらえるので
はな く,国 民経済の本質的な構造的転換,資 本家的社会の確立時期 として とらえている。すな
わちディー ンは,工 業化=産 業革命を量的変化だけではく質的変化 としても理解 している。し
か し彼女は,(1)一(7)の相関連する諸変化すなわち産業革命の前提諸条件 となる諸変化 も常に「人
⑳
口の増加,財 貨および用益 の年生産量の増加 に照応する」 と考 えている。しかも彼女は,相 関
連する諸変化の相互的発展の結果登場 した工業化=産 業革命によって,「人間の労働一人当 りあ
るいは入手 しうる諸資源単位当りの財貨ならびに用益の生産量の増大」が認められるようにな
り,「 より高い生産水準 とよ り高い消費水準を享受することを期待出来 る持続的経済成長過程」
に道 を開いたとしている。 ディーンは,工 業化=産 業革命を質的変化=構 造的転換 としてもと
らえているが,終 極的には一人当 り産出量=経 済量の増大,持 続的経済成長の側面か らとらえ
ている。ディーンは,産 業革命を工業化 として理解 し,そ れを持続的経済成長 という経済量,
すなわち一人当 り産出量 ・一人当り実質所得の急速かつ持続的な量的変化 という視点か らとく
にとらえている。
ディーンは,工 業化=産 業革命によって,よ り高い生産水準 と消費水準 を期待出来 る持続的
経済成長過程への道 を開いた と指摘 し,さ らに 「イギリスでは,1850年 にいたる一世紀にわた
って国民一人当りの生産高 は,ほ とんど二倍半に増加 した と見積 られており,こ れによって国
(3部
民の生活水準は二倍以上になった」 というように楽観的見解を展開している。他面ディー ンは,
生産高 と生活水準が上昇 したにもかかわ らず,生 活水準の格差は著しく増大した とみてい る。
しかも総ての産業,社 会の人々が工業化=産 業革命の恩恵を受けたわけではないとしてい る。
「一世紀前 に比較 して,1850年 におけるイギリス国民の生活水準 は,平 均 してより高 くなった
が,格 差は著 しく増大した。生活水準 は,多 数の人々にとっては(た とえ人 口に占める割合が
㈲
よ り小さなものであって も)よ りみすぼらしい,よ りみじめなものであった」。デ ィーンによれ
ば,労 働者 は,好 景気の ときには,父 や祖父のときよりも豊 になり,不 景気の ときには,失 業
やそれに関連 した影響によって父祖の時代 よりも一層の貧困状態におち入った。ディーンは,
基本的には楽観論者であるが,産 業革命期において労働者の労働条件や生活状態の悪化がみら
れたことを指摘 している。「一般的には,大 部分の機械化 された工業 もしくは重工業において
は,1日10時 間 もしくは10時 間半労働 は,通 例である。 しか も機械の運転中もし くは機関車の
運転中での1日10時 間労働,ま たは困難でしかもしばしば危険を伴なうガス工場,化 学工場,
(37)PhyllisDeane,op.C21.,p.2,
(38)PhyllisDeane,op.C21.,p.266.ディー ンの イ ギ リス に お け る,1850年 に い た る一 世 紀 に わ た る
国 民 一 人 当 りの 生 産 高 は,デ ィー ン と コ ー ル に よ っ て 作 成 さ れ た 固 定 価 格 を も と に し た 国 民 一 人




機械工場,製 鉄所などにおける1日10時 間労働は,労 働者が自分自身の気分や好みに合わせて
労働出来た工業化以前の生産工程におけるより長い労働時間に比較 して,各 個人の労働者の緊
張はより強 まったに違いない。 このように経済生活の歩調が加速する中で余暇が失われ,緊 張
⑳
が強められた。19世 紀になると自殺率が増大 したことは,お どろくにあたらない」。
ディーンは,同 じ経済成長論者であったが,ロ ス トウのように「離陸」=産 業革命 を社会体制
との関連性を無視 した工業化 としてとらえなかった。ディーンは,工 業化ないしは産業革命を
資本主義体制 との関連においてとらえ,産 業革命に伴 って生 じた社会的矛盾を政府の力によっ
て調整可能なもの と考 えていた。ディーンによれば,「イギ リス産業革命は,自 然発生的な出来
事であると考 えるのが普通である。 そしてその歴史上最初の産業革命の結果が,政 府によって
意識的にどうにも導いて行 くことが期待出来ないような ことであったという限 りにお いては,
それは事実上 自然発生的なことであった。 しか し産業革命の進行過程において,政 府の役割が
全 く受動的であった と考 えることは出来ない。むしろ反対に当時 も今 日同様,政 府が無能であ
るか有能であるか ということが,経 済成長を停滞せ しめるか促進せ しめるかにおける重要な事
ω
柄 であった」。以上のようにディーンは,イ ギリス産業革命が自然発生的であるとともに,産 業
革命進行過程において政府が一定の役割を担 うようになってきた ことを指摘 している。 さらに
ディーンは,政 府が経済に対 して重要な役割を担うに至 った ことを強調 している。すなわち「政
府が経済においてます ます積極的にして重要な役割 を担 うにつれて,政 府 はその行政機構 を能
率化 し,す でに使用不能になった法規 を放棄 し,ど のようなかたちで介入すべ きかについて十
分考慮 した方針 を具体化 し,さ らにもっとも影響力 をふるいたい領域においてその権力 を強化
(a21
し始めた」。
ディーンは,工 業化=産 業革命が進行するに伴って,政 府が社会全体の利益を増大させるた
めに,政 府そのものの組織 を改善 ・強化するとともに,法 律の制定 ・改正 を行なって経済的 ・
社会的政策を積極的に推進 した とみている。彼女は,産 業革命が自然発生的におこったが,そ
れに伴 って生ずる社会的弊害を縮小 して社会的 ・経済的利益 を増大させるために,政 府による
私企業への規制ない しは統制が行なわれたとみている。工場法 は,1802年 に制定 されたが,幼
年徒弟の労働時間の制限と彼等の健康やモラルを守 るためには殆 ど目的を達成 しえなかった。
1830年 の工場法は,工 場監督制度に関する条項 を始めて挿入 し,し か も執行権限 を持 った国家
公務員 による実施条項を始めて挿入 した。以前の工場法に代って,1833年 の工場法 は,規 則を
作 り,そ れを施行する権限を持った中央官庁 とそれに従属す る地方工場監督官制度 を設けた。
ディーンは,と くに1833年 の工場法 を高 く評価 している。それに続いて,労 働者の安全,教 育






除法,1842年 の鉱山法,1847-1850年 の10時 間労働法等々の制定である。ディーンは,国 家が
1830年 代,1840年 代,さ らには1850年 代において,以 上のような法律の制定 ・施行 によって,
㈹
社会全体の利益のために私企業 を統制する責任を負 うようになった としている。
ディーンは,工 業化=産 業革命の進展過程で,国 民一人当りの生産高 と生活水準が飛躍的に
上昇す るとともに,実 質賃金および生活水準格差が著 しく増大 して,経 済的 ・社会的矛盾が現
出することを認 めている。それ と同時に産業革命によってもたらされた矛盾を,法 律 の制定 ・
施行による経済的 ・社会的規制の強化,国 家の役割の増大および行政的機構の改変によって,
縮小 もしくは解消 しうると考えている。国家の役割の増大 ・改変,規 制強化を伴 う経済政策 と
社会政策の展開によって矛盾は調整され,持 続的経済成長は長期 にわたって展開 され,福 祉 は
増大す るというように考 えられている。 コールとディー ンは,古 典的産業革命期 に著 しい経済
成長が行 なわれたことを示しているが,さ らに比較的急速な成長が1740年 代にまで遡 って始 ま
っていることを示 してお り,ま た成長による変化が急激なものではなく,漸 進的 ・累増的 ・連
㈲
続的な過程を辿 った ことを強調 している。ディーンの産業革命観 は,概 して,成 長論的 ・改良
主義的 ・楽観論的 ・連続論的立場 に立っていたと言いうる。




ることを,わ れわれは正当とすることは出来 ない,と いうことである」というように,イ ギリス
の産業革命,「 離陸」をロス トウのようにあまりにも意識的に厳格 に短期間の出来事 としてとら
えようとはしていない。ディー ンは,イ ギ リス産業革命が 自然発生的な出来事であ り,「自生的
であったが故 に,特 別な関心がもたれたのである」 としている。ディーンは,イ ギ リス産業革
命 をロス トウよりもはるかに長期間にわたる諸変化 としてとらえ,工 業的,経 済的発展の結果,
多 くの格差が生 じたことを重視 し,そ れを調整するために国家の経済的 ・社会的諸政策の必要
性 を強調 した。
1960年 代の前半においてイギ リス産業革命を成長 という観点か ら特徴づけた人物がディーン
であるとするならば,1960年 代の後半ないしは1970年 代の初頭においてイギリス産業革命 を成





oρ.6ゴ'.,pp.37-38.(前掲 書 邦 訳,59頁)。
㈲PhyllisDeane,`TheTake-offCha11enged',inC.StewartDoty,edited,TheIndustrial
Revolution,1969,p.52.(C.スチ ュ ワ ー ト ・ ドー テ ィ 編,永 田 正 臣 監 訳 ・熊 岡 洋 一 ・友 松 憲 彦 共 訳
『原 典 産 業 革 命 論 史 』1975年,94頁)。
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続性,す なわち"大 分水嶺"を なしている。イギリス産業革命 は,人 口と実質所得が緩慢 に増
加 していたか全 く増加 していなかったかいずれにせよ経済成長の緩慢な世界 と,人 口がほ とん
ど飛躍的割合で増加 し,一 人当りの実質所得が持続的に増加 した経済成長のよ り急速な世界と
㈲
の間に,大 きな分裂を作 り始めていた」。さらにハー トウェルによれば,「イギリス産業革命の
意味するものは,イ ギリス産業の諸変化,お よび1780年 における工業生産の急激な上昇運動の
開始 と1850年 における経済の著 しい構造的変化の最初の時期の終了 との問における,イ ギ リス
経済 と社会への諸変化の衝撃 ということである。 このようにしてイギリス産業革命 は,経 済発
展の一つの実例 となった。すなわちそれは,過 去2世 紀以上にわたって世界人口の大多数 を農民
か ら工業製品あるいは用益の生産者 に転換せしめた経済上の著 しい諸変化の最初の形態であっ
㈹
た」。そして「イギ リス産業革命 は,労 働者をますます富裕ならしめたばか りではなく,社 会的・
政治的改革に刺激 を与え,19世 紀 を特徴づけた楽観主義お よび進歩 という信念の発達を促進し
㈲
た」。
ハー トウェルは,以 上のように産業革命を経済成長の停滞的世界 と,一 人当りの実質所得が
持続的に増加 した経済成長のより急速 な世界 との間の 「大分水嶺」 として位置づけ,1780年 と
1850年 の間における工業的技術 ・経済 ・社会の急激な諸変化であり,さ らに人口の大多数 を農
民か ら工業製品あるいは用益の生産者 に大転換せ しめた諸変化の最初の形態であると定義 して
いる。
ハー トウェルは,産 業革命勃発の諸原因について次のように述べている。すなわち 「①資本
形成率の増加(投 資 を促す低利子率か利潤イ ンフレーションがその原因)。②世界貿易の拡大(地
理的辺境の拡大からの当然の帰結),地 理的フロンティヤの拡大 によってイギ リスは不釣 り合い
な利益をえた(こ のようにして輸出産業 を刺激 し,そ して最終的には全般的な成長 を刺激 し
た)。③技術革命(知 識の自生的増加からの帰結,す なわち知識の適用が産業の機構 と組織 とを
もっと生産的なものに改造 した)。 ④自由放任主義 と富のための合理的倫理の発展(哲 学的・宗
教的信念の諸変化か らの帰結),そ れらは,企 業の結びつきを自由化 し,企 業の可能性を制約か
㈲
ら解除 した」。パ ット・ハ ドソンは,ハ ー トウェルの上述のような産業革命の原因については不
十分だとして,次 の三つの原因を付 け加えている。「①農業改革(こ れにより,経 済が増加 しつ










一ビスへの需要,お よび安価な労働の供給 とが増加 した)。 ③国内消費高の変動。 これにより,
伝統的需要が拡大しただけではな く,さ らに需要 を創出 し強化するための新 しい形態の販売技
伍D
術の開発 とともに,物 的財貨の購買欲 と所有欲 も増大 したことを示 している」。
ハー トウェルは,産 業革命の特質 とその原因について分析するとともに,そ の間の生活水準
についても次のように主張している。「1800年から1850年 にいたる時期の生活水準 を正確 に測定
することは不可能であるかもしれないが,偏 見をもった り,す でに考察されている理論 にごだ
働
わ った りしないならば,… 産業革命期の生活水準が上昇傾向にあったことを主張する」 ことは
可能だ としている。「簡単に言えば,こ の議論は,一 人 当りの平均所得が増加 し,労 働の利益に
反するような 〔所得〕分配傾向 も存在せず,(1815年 以降)貨 幣賃金は一定であったが物価 は下
落 し,食 料およびその他の消費財の一人当 り消費 も増加 し,政 府は生活水準を擁i護したり向上
させるためにますますさかんに経済生活に介入した,等 々の理 由によって,1800年 か ら1850年
傷}
にいたる時期に,イ ギ リスの労働者の大多数の実質賃金 は上昇 した,と いうものである」という
ようにハー トウェルは結論づけている。
ハー トウェルは,「概算」が 「傾向を示す ものとしてのみ利用出来 るもの」であることを前提
にしなが ら次のように指摘 している。「イギリスの1800年 と1850年 の問の国民所得 に関す る当時
の概算は,平 均実質所得が この時期に倍増 したことを示 し,戦 時中の停滞 と30年代 にあった と
思われる小規模な減退によって上昇傾向は平坦ではなかったが,一 人当 り平均所得が1830年 ま
でにすでに50パ ーセン トも増加 していた」 としている。そしてハー トウェルは,工 業生産高が
国民所得に占める割合の増大 と実質所得の増加 とを次のように指摘している。「もし工業生産高
が国民所得のご く小 さな部分 を占めているに過ぎなくて,そ の変化が平均生活水準 に影響 を与
えることが出来なかった とすれば,こ の ことはほ とんど重要性 を持たなかったであろう。 しか
し国民所得 に対する製造工業の寄与(率)は,1770年 の約5分 の1か ら1812年 には4分 の1,1831
年には3分 の1へ と増加 した。1841年 と1851年 の国勢調査の数値 は,イ ングランドおよびウェ
ールズの有業人口の約3分 の1が 製造工業に雇用 されてお り,そ して1851年 の比率 は"1951年
にいたるまで凌駕されなかった"こ とを示 している。1850年 にムルホール(M.Mulhall)は,
イギ リスの国民所得6億9,000万 ポン ドのうち製造工業は2億6,900万 ポンド(約46パ ーセン ト)
を供給 していると算定 した。従 って,1830年 までに製造工業は所得生産者 として,そ れが1850
年以後 はたしたのと同じ役割 をはたしており,ま た製造工業生産高の増加が実質的に生活水準
に影響 をおよぼしていた ことは,十 分 ありうることである。一人当 り生産 を上昇させた要因の
うち最 も重要なものは,資 本形成,技 術進歩,労 働の熟練および経営的熟練の改善である。 こ
(5DPatHudson,oρ.6露.,pp.5-6.(前 掲 書 邦 訳,22頁)。
(52;RM.Hartwell,`TheStandardofLivingQuantitativelyHigher',inC.StewartDoty,
edited,η3εZη 伽s'磁1Revolution,1969,p.96.(前掲 書 邦 訳,181頁)。
㈲C.StewartDoty,edited,op.6舐,p.96.(前 掲 書 邦 訳,181頁)。
(59;CStewartDoty,edited,op.6ゴ'.,p.96.(前掲 書 邦 訳,181-182頁)。
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れ らの諸要因が組み合わさって1760年 か ら1840年 の間に,人 口と所得がきわめて緩慢にしか増
加 しなかった状態か ら,人 口が年率およそ1.5パ ーセン ト,所得がおよそ3パ ーセン トで増加し
㈲
た状態へ と移行 した ことをはっきりさせ ることが必要である」。
ハー トウェルは,「また機械による人間の代置,蒸 気力 による風力や水力の代置,工 場による
家内工業の代置 は,し ばしばめざましい生産性の増大を示 した。 しかし多 くの新しい工業設備
の生産性が高いのに反 して,そ の費用はしばしば低かった。だか ら相対的に低 い資本 ・産 出率
も実質所得の上昇 となんら矛盾するものではなかった。…新 しい機械 は一般的には,労 働者に
よって消費 される財貨の生産費 をも含む諸生産費 を引き下げるために,同 時に実質賃金 を上昇
させる傾向があった。ピックス(J.R.Hicks)が19世 紀における資本蓄積は,生 活水準 にとっ
て非常に好都合であった と示唆しているのはこの傾向のためである」 としている。ハー トウェ
ルは,一 般的傾向として,機 械の使用,そ れによる生産高の増大,諸 生産費(労 働者の消費す
る財貨 も諸生産費の一部である)の 引き下げ,実 質賃金の上昇,そ して生活水準の上昇を信 じ
て疑わないのである。ハー トウェルは,機 械の使用が,実 質賃金 と生活水準の上昇 を招来する
もの と考 えているのであるが,他 面機械 の使用が労働の排除をある程度 まで進めることも事実
だ と考 えている。 というのは,新 しい機械は,古 い設備で同 じ生産物を作 るよりも生産単位当
りではより少ない労働 しか必要 としないからだ としている。 しかしハー トウェルによれば,多
くの新 しい設備は,現 存設備 と代替 したのではなく,今 までの全設備に追加されたものであっ
て,そ のような場合には労働の総需要におよぼしたその純効果は絶対的な増加であった と考え
られている。たとえばハー トウェルによれば,鉄 道は,徐 々に運河にとって代ったが,そ れが
運河労働 に与えた労働排除効果は,鉄 道の建設および維持のための巨大な労働需要に比べれば
(57
とるにた りないものであった と考 えられている。ハー トウェルは,こ の時期には,工 業労働に
対 して不断に増加する需要があ り,そ の需要が農業 における賃金 と工業における賃金 との格差
を生み出 し,そ の結果 として工業地帯にむかって高い賃金を求めて不断の人口移動をひきおこ
したとみている。産業革命が行なわれている都市においては,機 械の採用によって高い賃金と
生活水準の上昇が もたらされた とみている。
リカー ド(DavidRicardo)は,1817年 『経済学及び課税の原理』第1版 を出版 し,機 械論を
展開する中で補償説(kompensationstheorie)を 主張 している。すなわち,リ カー ドによる
と,あ る部門で機械が採用 されて雇用量が減少 して も,機 械 を生産する他の部門での雇用量の
拡大によって補償 されるならば,社 会全体 としては総雇用量 も貨幣賃金率 も不変であるか ら,
機械の採用による商品の価値低下 と実質賃金の上昇は,労 働者階級 に利益を与 えるとされてい
る。彼は,産 業革命 による機械採用の他部門への波及 ・拡大によって雇用量 は補償 ・拡大 され,
(55)C.StewartDoty,edited,op.6∫∫。,p.97.(前 掲 書 邦 訳,182-183頁)。
(56)C.StewartDoty,edited,oρ.o∫'.,pp.97-98.(前掲 書 邦 訳,183-184頁)。JR.Hicks,Value伽4
Capital,1939,p.292.
(57)C.StewartDoty,edited,op.c舐,p.98.(前掲 書 邦 訳,184頁)。
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労働者の消費する商品さえも価値が下落 し,実 質賃金 は上昇 し,生 活水準は上昇すると,前 掲
書の『原理』第1版 では考えている。すなわち『原理』第1版 では,機 械の採用によって純収入=
地代+利 潤 も総収入=純 収入+賃 金 も増加すると考えていた。機械の採用によって地主 も産業
資本家 も,さ らに労働者 さえも利益を得 ることが出来 ると考 えられていた。 リカー ドの『原理』
の第3版 においては,あ らたに第31章 が付加され,機 械論における補償説が修正 された。 リカ
ー ドの時代 は,産 業革命が本格的に進展 した時代であ り,労 働節約的な機械が急速 に導入 され,
労働者が職場か ら排除されて行 く過程でもあった。機械の採用は,労 働者の失業の原因でもあ
ると見 られさえした。1811-1812年 にか けて発生 した大規模 な機械 破壊 運動二ラ ッダイ ト
(Luddites)運 動は,そ のような見解を持 った新興繊維産業の労働者 によって行なわれたもの
である。 このような時代 においては,補 償説は必ずしも資本家はともあれ,労 働者 を説得出来
るものではなかったので,リ カー ドによって修正論が公表されるにいたった。すなわち彼 は,
農産物および工業製品からなる生活必需品の生産 を機械の生産に転換すれば,労 働需要の元本
である生活必需品のス トックないし流動資本が減少し,労 働需要の減少と貨幣賃金率の低下を
もた らすか ら,機 械 が生産され採用される次々年度以降,労 働者の一部 は失業することになる
(詔}
とみている。補償説は修正され,あ るいは否定されて排除説(FreisetzungstheorieRこ 変 った
と言いうる。あるいはうまく転換 しきれないで論理に矛盾が生 じた と見るべ きであろう。
前述 した ようにハー トウェル は,新 しい機械が古い設備で同じ生産物 を作るよりも生産単位
当 りでは,よ り少ない労働 しか必要 としないので,労 働の排除はある程度まで理論的には理解
出来る と言 っている。 この面では,全 面的ではないが,あ る程度労働排除説に理解 を示 してい
る。 しかしハー トウェルは,多 くの新 しい設備が従来か らの現存設備 と代替 したゐではな く,
全設備 に追加 された場合には,労 働 の総需要にお よぼした純効果は絶対的な増加であった とし
ている。そして彼は,た とえば鉄道が運河にとって代 ったが,運 河労働 に与えた労働排除効果
は,鉄 道の建設 と維持のための巨大な労働需要に比べれば全 くとるにた りないものであったと
している。労働排除説 をあ きらかに否定 して労働補償説を主張していると言いうる。ハー トウ
ェルは,産 業革命期の機械使用の進展は,総 労働需要の増大 と賃金の増大をまねき,労 働者の
生活水準の上昇に役立 った と考 えている。
ハー トウェルは,「…理論的には,経 済成長が短期間においては実質所得を減少させる結果を
もたらす ことがありえても,一 人当 り国民所得が上昇 していた半世紀 という長期間を通 じて,




(58)(代 表)熊 谷 尚 夫 ・(代 表)篠 原 三 代 平 共 編 『経 済 学 大 辞 典 』III,1980年(溝 川 喜 一 ・山 下 博 共 同
論 稿 「リカ ー ド以 後 の 古 典 派 経 済 学 」458頁)。D.リ カ ー ド著,日 本 訳 『経 済 学 及 び 課 税 の 原 理 』。
(59)C。StewartDoty,edited,ox.of'.,p.98.(前掲 書 邦 訳,185頁)。
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そ1860年 以後,占 有率 はほとんど一定であったことを示 している。 もしこの安定性が長 い歴史
を持つならば,賃 金支払い高 はかなり早い時期,多 分産業革命の発端か ら国民所得 と比例して
伍①
増加 して きたであろう」 としている。 さらにハー トウェルは,悲 観論はもちろんのこと,一 般
の調査研究でもなかなか指摘 していないことを次のように言っている。「こうして,た とえば多
くの喧伝され批判された婦人や児童の雇用は,産 業革命以前のイギリスの農場や家内工業にお
いてはありふれた ことであったが,産 業革命においては,も っと生産的であ り,一 般的にはも
㈹
つと人道的であったことは確かである」と。ハー トウェルは,一 般労働者の実質賃金の上昇 と
労働条件の向上についての論及だけでは満足できず,最 悪の状態にあった婦人や児童の労働に
ついて も生産的で,人 道的であった としている。
ダニェルズ(GeorgeW.Daniels)に よれば,ナ ポレオ ン戦争終了以前の1815年 以前には,「増
大 した生産力 は,社 会の物質的福祉を改善するかわ りに,戦 争遂行のためにささげられねばな
(麗)
らなかった」。ハー トウェルによれば,「 それ故に,1815年 以前に生活水準を大幅に引き上げる
(6;)
ことが出来なかったのは,工 業化のためではなく戦争のためであった」 としている。ダニエル
ズやハー トウェル とくに後者においては,ナ ポレオン戦争 によることももちろんあったが,と
くに産業革命 によって工場労働者が婦人 と児童の犠牲を伴いながら,低i賃 金 と劣悪労働条件を
強制 され,都 市の粗悪な住居 と環境の下で,大 工業化以前 よりもはるかによくない生活 をせざ
るをえなかったことが無視されている。ハー トウェルは,産 業革命の後半期,す なわちナポレ
オン戦争後の時期については,次 のような楽観論を展開している。「戦後,貨 幣賃金は相対的に
は不変の ままであったが,工 業製品や農産物の価格 は下落 した。工業革命および農業革命によ
㈹
って商品は安価で豊富になる傾向があった」 としている。ハー トウェルは,ナ ポレオン戦争中
の貨幣賃金については,物 価 よりもわずかではあるがやや上昇 し,戦 後の貨幣賃金については,
安定 を保つかあるいは物価に比較 してやや下落 したとみている。ハー トウェルによると,「総貨
幣所得」は,実 質的に増加 し,貨 幣賃金は安定を保ち,工 業製品ばか りではな く,主 要食料品
の価格 も安定 を保つかあるいは下落 し,食 料供給は人口の増加 に歩調 をそろえていた。1815年
以後実質賃金 はあきらかに増加 した と主張されている。
ハー トウェルは,タ ッカー(R.S.Tucker)に よる食料,燃 料,光 熱,衣 料等についての消費
財価格指数が,1813-1815年 から1845年 にかけて下落傾向にあったという主張と,シ ュンペー
ター(E.B.Schumpeter)に よる22品 目の食料 と飲料,お よび9品 目の燃料,光 熱,衣 料 に関す
(65)
る消費財価格指数 も同じように下落傾向にあったとい う主張とを重視 している。さらにハー ト
(60)C.StewartDoty,edited,oヵ.6舐,p.99.(前掲 書 邦 訳,186頁)。
(6DC.StewartDoty,edited,ox.6ガ'.,p.99。(前掲 書 邦 訳,186-187頁)。
⑯2)GeorgeW.Daniels,7〕ゐθEarlyEη8♂ 醜CottonIndustry,1920,pユ48.
(63;C.StewartDoty,edited,ox.o猷,p.101.(前掲 書 邦 訳,189頁)。
㈹C.StewartDoty,edited,oゆ.σ ガ'.,p.101.(前 掲 書 邦 訳,189-190頁)。
(65;C.StewartDoty,edited,ox.6鼠,p.101.(前掲 書 邦 訳,190頁)。
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ウェルは,ム ルホール(M.G.Mulhall)が,1811年 か ら1850年 の間 に食肉,砂 糖,茶,ビ ー
ル,卵 等の一人当りの消費量が増加 し,小 麦の消費量が1830年 か ら1850年 の問には若干減少 し
田田
たが,そ の後増加 した と主張 したことを信用している。ハー トウェル は,「1850年 以前の消費諸
統計は不適当で信頼出来ない」ということを知った上で,タ ッカーやE.B.シ ュンペーターやム
ルホールの主張 を受 け入れている。
ハー トウェルは,輸 入量の増加 と消費生活の向上 との関係を説明するに当って,「輸入統計
は,こ の時期 の消費の尺度 として最 も正確なものである」 と認識 した上で,広 い範囲におよぶ
商品について大幅な増加がみられ,と くに1815年 頃から永続的な輸入量 と消費量の増加がみら
れた としている。ハー トウェルは,1840年 までに,ほ とんど毎 日の ようにアイルランドからイ
ングラン ドへ家畜,家 禽,食 肉,卵 等が大量に輸入 されたとしている。 さらに「飢餓の40年 代」
(thehungryforties)を 通 じて多量の食料品が輸入され,バ ター,コ コア,チ ーズ,コ ーヒ
ー,米,砂 糖,茶,煙 草,干 ぶどうの一人当 り平均消費量が増加 したとしている。ハー トウェ
ルは,1847年7月 の政治家 ピール(RobertPeeDに よる選挙民への書状の中で,1841年 から1846
年の間に 「このように第二次的な必需品の消費が増加 しているならば,例 えば肉やパンのよう
な第一次的必需品の消費がすくな くとも同 じように急速 に増大 しているとい うことを疑 う余地
が果 してありうるであろうか」 と言っている点をとらえ,す べての消費物資の一人当 り平均消
費量の増加を強調 している。 またハー トウェルは,シ モンズ(P.L.Simmonds)が,1850年 代
の 「イギ リス人 は世界のいかなる国民 よりもはるかによいものを食べている」 と結論付けたこ
㈹
とに同意 している。彼は,ロ ンドンや リバ プールやマン「チェスター等の貧民窟の多 くの労働者
が期限切れの腐れかかった食物を食べ,ぼ ろを着て,低 賃金 と長時間労働 に耐えていたことに
眼 を向けようとしていない。
パンと食肉の消費に関する適切な統計は存在していないし,し か も小麦や馬鈴薯の消費につ
いて も不十分 にしか知 られていなかったの も事実である。 しかし小麦の生産量 と輸入量が,飢
鐘やナポレオ ン戦争や穀物法施行下では,人 口の増加に対応することが出来ず,そ の分アイル
ラン ドからの馬鈴薯輸入 に依存せざるを得 なかった ことは,当 時明白な事実であった。ホブズ
ボームは,そ の事実に基いて次のように言っている。「基本的な事実 は,同 時代人達がすでに知
っていたように,小 麦の生産 と輸入 とは人 口の増大 と歩調が合っていなかったので,そ の結果
一人当 りの利用可能な小麦の量は,18世 紀後期か ら1840年 代あるいは1850年 代 まで確実に低下
し,利 用可能 な馬鈴薯の量は,そ れ とほぼ同じ率で上昇 した ことである」と。産業革命期ない
(66)C.StewartDoty,edited,op.6舐,pp.101-102.(前掲 書 邦 訳,190頁)。M.G.Mulhall,The∠ 万6一
'ゴoηαり,ofStatistics,1892,pp.286,542,354,281,158,120.
(67)C.StewartDoty,edited,op.6舐,p。102.(前掲 書 邦 訳,191頁)。
(68)EJ.Hobsbawm,LabouringMen,StudiesintheHistoryOfLabour,1964,p.85。(EJ。 ホ ブ
ズ ボ ー ム 著,鈴 木 幹 久 ・永 井 義 雄 共 訳 『イ ギ リ ス 労 働 史 研 究 』79-80頁)。C.StewartDoty,edited,
⑫.C21.,p.102.(前 掲 書 邦 訳,191頁)。
(109)産 業革命期における経済循環,経 済成長および生活水準に関する諸研究109
しは19世 紀中葉頃にいたるまで,主 食を小麦ないしは白パ ンに依存する割合が減少 していたこ
とは,と くに1840年 代の中葉頃の状態を見ればあきらかである。1845年5月,7月,8月 におけ
る多量の降雨によって小麦の生産量 は激減 した。ただ小麦については,1845年8月 か ら1846年
8月 までに2,732,000コ ーターが外国や植民地から輸入されて,そ の価格は高 どまり状態ではあ
ったがなん とか54シ リング8ペ ンスに抑えられた。 しかし1845年 の小麦の不作以上に悲惨だっ
たことは,ア イルラン ドにおける多:量の降雨のために馬鈴薯の胴枯病が発生 して,そ の収穫量
が激減 したことである。産業革命期ない しは1840年 代に急速に増大 しつつあった都市人 口,と
くに労働者の大多数が,小 麦や白パ ンに依存する割合が減少 し,馬 鈴薯に依存す る割合が ます
ます増大 していたとき,ア イルラン ドの馬鈴薯の生産高が激減するとともに輸入量 も急減 した。
このことは,穀 物の欠乏状態に加え,都 市を中心に次第に主食化 してきた馬鈴薯の欠乏状態を
ひきお こした。 このような状態の中で反穀物法同盟は,世 論を穀物法反対の方向に転換 させ,
ピールをして穀物法廃止への政策転換を行なわ しめたのであ り,い わゆる1846年 の穀物法廃止
(69)
を実現させた。 これ をきっかけにしてイギ リスは保護貿易政策か ら自由貿易政策に転換するこ
とになる。以上の ところが らもあきらかなように,当 時イギ リス国民 とくに労働者がアイルラ
ン ドからの馬鈴薯に依存 していたのであ り,穀 物 とくに小麦の不足や隠匿 もさることながら,
馬鈴薯の不作 ・不足や騰貴によって,い っそう穀物不足状態がつ くり出され,反 穀物法同盟な
どの活動が活発化 して穀物輸入制限政策の基本的存在 となっていた穀物法が廃止 されるにいた
ったのである。以上の通 りであるが,ハ ー トウェルは,「ホブズボーム博士の所説 について納得
のいく証拠は全 く存在 していない」と主張 している。
ところでハー トウェルは,産 業革命期において,農 業生産高は,人 口よりも急速 に増加 し,
18世紀末には大麦,燕 麦,ラ イ麦のパンが一般的であり,1850年 代の後半 には全国のあ らゆる
(70)と
ころで小麦のパ ンが消費 され,生 活水準は上昇 した とみている。彼は小麦の生産量の増大 と
小麦 とパ ンの消費の増大 と,そ れを裏付けようとする意図を持って小麦価格の低落傾向 とパン
価格 の相対的安定 とを強調 している。ハー トウェルは,「1760年 から1864年 の間にイングランド
の共同耕地や荒蕪地 は囲い込 まれ,耕 地面積および耕地からの生産量 はともに増加 した。…妥
当な納得出来 る仮定一た とえば1800年 の小麦生産量 は1エ ーカー当り20ブ ッシェル以下であり,
1850年 はほぼ30ブ ッシェルであった という一によれば,(小 麦輸入を除いた)国 内の小麦生産は
人口と歩調 をあわせていた。小麦価格は1815年 以後急落 し,そ して1822年 以後 は下落傾向を認
めうるけれども相対的には安定 して した。…パン価格 もまたこの時期には相対的に安定 してい
(7U
た」 としている。
ホブズボームが 「小麦の生産 と輸入 とは人 口の増大 と歩調が合っていなかったので,そ の結
果一人当 りの利用可能な小麦の量は,18世 紀後期か ら1840年 代あるいは1850年 代 まで確実に低
(6!)拙 著 『イ ギ リス 大 工 業 化 一 前 提 諸 条 件 と諸 結 果 』1998年,177頁 。
(70;C.StewartDoty,edited,op.cit,p.102.(前掲 書 邦 訳,191-192頁)。
(7DC,StewartDoty,edited,oρ.6".,pp.102-103.(前掲 書 邦 訳,192頁)。
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下 し,利 用可能な馬鈴薯の量は,そ れ とほぼ同じ率で上昇 した」 と主張 した ことについては前
述の通 りである。それに対 してハー トウェルは,馬 鈴薯すなわち 「劣等な野菜の消費が必然的
に小麦パンの消費にとって代るというのは,パ ンの消費が減少しつつあった ということ,お よ
び馬鈴薯 は劣等な食物であったという疑わ しい仮定に基 くものである。馬鈴薯に対する偏見は,
一部はアイル ランド人に対する嫌悪感から発しており,そ して確かに1850年 にイングランドに
50万 人のアイルラン ド人がいたということは,馬 鈴薯(根 菜作物)の 普及促進を説明するのに
役立つ。しかしその消費が増加 したことは,人 々が馬鈴薯を好んだ ということ,ま たそれはア
ダム ・スミス(AdamSmith)が 論証 したように勝れた食物であったとい う単純 な事実による
㈱
ものであった。さらに馬鈴薯は,消 費が増加 した多 くの野菜や果物の一つに過 ぎなかった」。そ
して馬鈴薯を含めた野菜 は,「1850年 までには大量 に輸入 されていた」としている。ハー トウェ
ルは,小 麦パ ンの消費が減少 して,そ れに代って馬鈴薯 の消費が必然的に増大すると主張する
ことは,「馬鈴薯が劣等な食物であった という疑わしい仮定に基 くもの」であ り,「馬鈴薯に対
する偏見」であ り,「一部はアイルランド人に対する嫌悪感か ら発 して」いるときめつけ,ホ ブ
ズボームを批判 している。 そしてイギリス人が,当 時,馬 鈴薯の消費 を増大 させた ことは,彼
等が 「馬鈴薯 を好んだということ」,「アダム ・スミスが論証 したように勝れた食物であった と
いう単純 な事実によるものであった」 と結論づけている。小麦パンの消費割合が減少 して馬鈴
薯:の消費割合が増大 したのは,戦 争,飢 饅,産 業革命な どによる労働者の貧困化,都 市化,ア
イルランド人の増加 などが原因であったのであって,人 々が馬鈴薯を愛好 したからだ というこ
とはあまり重要な原因ではなかった。当時の人々は,馬 鈴薯 よりも小麦パ ンを愛好 していたの
は明白であった。
ハー トウェルは,産 業革命期および19世 紀後半において も,「他のすべての食物以上に,彼 等
(73)
にとっては小麦パンと肉が生活水準の上昇 と外国人 に対 する優越性の基準であった」 と主張 し
ている。彼は,イ ギリス人のもっとも重要な食物である小麦のパンと肉の内,牛 肉については,
チャールズ ・ディケンズ(CharlesDickens)の 次のような言葉 を引用 して強調 している。「人
身保護律(HabeasCorpusAct)と 言論出版の自由に次いで,イ ギ リス人が牛肉以上に大 きな
関心 をはらい,ま た強い信頼 をおいたものはほとんどない」と。 また ドッド(G.Dodd)の1856
年における次のような言葉を引用 して食料の中での牛肉の継続的重要性 を強調している。「昔な
が らのイギ リスのロース ト・ビー フが,こ の国の名物の一つ一それによって外国人がともか く
も,わ れわれを一つの国民 として判断出来 ると信 じている特徴の一つ一ではな くなってしまう
までは,牛 肉は(パ ンという例外はあるが)わ れわれの食料供給の中での主要な食品であ り続
けるであろう」 と。
ハー トウェルは,一 方で トゥック(T.Tooke),ポ ーター(G.R.Porter),マ カロック(J.
R.MacCullock),お よび ミル(J.S.Mill)の ように,農 業生産高は人口よりも急速に増加 した
(72)C.StewartDoty,edited,op,o".,p.103.(前掲 書 邦 訳,193頁)。
(73)C.StewartDoty,edited,op.6".,p.103.(前掲 書 邦 訳,193-194頁)。
(111)産 業革命期 における経済循環,経 済成長および生活水準に関する諸研究111
と主張 してい る。ハ ー トウ ェル は,18世 紀末葉 に は,イ ーデ ン(F.M.Eden)が 言 ってい るよ
うに,大 麦,燕 麦,ラ イ麦 のパ ンが一般 的で あ り,そ れに対 して19世 紀 中葉 に は,マ カ ロ ック
が言 ってい るよ うに小麦 のパ ンが一般 的 になっていた と主 張 してい る。ハ ー トウェルは,小 麦
のパ ンの消費 の増大 は,小 麦 の生産高 の増 大 に連動 す る もので あ り,生 活水準 の上昇 と関連す
る もので あ ると強調 して いる。 ハー トウ ェル は,他 方 で,マ カロ ックが 「…獣 肉の供給 の異常
な増加 は,食 物 に関 す る住民 の状 態 の極 めて顕著 な改善 の証 拠で ある」 と結論 づ けてい るのに
個
対 して,何 らの疑問 をも差 し挟 んで いない。ハ ー トウェル は,ロ ン ドンへ の牛 肉,豚 肉,羊 肉
等 の供 給 は,ス ミス フィール ドの市場 を通 じて だけで はな く(こ の点 だ けに限定 して見 れ ばハ
㈲
一 トウ ェル もホ ブズ ボーム も同 じ考 えを持 って いる),ニ ューゲ イ ト,リ ーデ ンホール,フ ァー
リン トン,ホ ワイ トチ ャペル,そ の他の市場 か らも行 なわ れていた として いる。各 生産地 や市
場 の肉 は,ロ ン ドンばか りで はな くバー ミンガムや リバ プールや その他 の工業都市 に も大 量に
供給 されて いた とみ てい る。ハ ー トウェルは,ジ ョン ・ブルの食料,す なわ ち小麦 のパ ン,牛
肉,そ れ に ビール は,産 業 革命 の後 半期 までに は,さ らに19世 紀の中葉 まで には,イ ギ リス国
民 に,イ ギ リス労働 者 に行 き渡 っていた と考 えて いる(こ の点 は ホブズボーム の見 解 とは全 く
異 なってい る)。 ハ ー トウェル は,肉 の「供給 の増 加 は価格 に反 映 し,1819年 か ら1841年 にかけ
(76)
て価 格 は一般的 に安 定 していたが,40年 代 には価 格 は変動 した」 としてい る。ハ ー トウェルは,
1859年 にマカ ロ ックが主張 した よ うに19世 紀 の中葉 には,小 麦 の 白パ ンが一般的 に消費 されて
㈹
いた と信 じてお り,さ らに 「"飢饅 の40年 代"を 通 じて多数 の輸入食 料品,す なわ ちバ ター,コ
コア,チ ーズ,コ ー ヒー,米,砂 糖,茶,た ば こ,干 しぶ ど うの一 人当 り平均消費量 の増加 が
(7団
あった」 と信 じてい る。
ハー トウ ェル は,次 のよ うに も結論 づ けてい る。「消費 に関 す る数字 か ら得 られ る結論 は,1800
年 か ら1850年 の間 に,明 らかに消費 された食物 の量 と種類 が増加 した とい うこ とで ある。 …当
時 の誇 張 や強調 を差 し引 いた として も,1850年 の ロン ドンの基礎 的な食 物 の消費 は,現 代 のイ
ギ リスの消費 に比べ てひ どく劣 っていたわ けで はなか った。… イギ リス国民 の大 多数 の生 活水
準 は,19世 紀 の前半 にお いて,す なわ ち戦 時中 は緩慢 に,1815年 以後 はよ り速 く,そ して1840
年以後 は急速 に改善 されて いった こ とは確 かで あ る。 そ して,も し平均 寿命 が一部 は生活 水準
に依存 す る とすれ ば,こ の時期 を通 じて平 均寿命 が上 昇 した こ とは,福 祉が増大 した ことのな
(7!)
おい っそうの証 拠で あ る」 と。
(70CStewartDoty,edited,op.6".,p.104.(前掲 書 邦 訳,195頁)。
(75)C.Stewar亡Doty,edited,op.c舐,p.103.(前掲 書 邦 訳,194頁)。EJ.Hobsbawm,op.6".,pp.99
-100.(前 掲 書 邦 訳,90-91頁)。
㈹C.StewartDoty,edited,op.cit.,p.109.(前掲 書 邦 訳,195頁)。
(7i)C.StewartDoty,edited,oゆ.6菰,p.102.(前掲 書 邦 訳,192頁)。
(78)C.StewartDoty,edited,ox.6ゴ'.,p。102.(前掲 書 邦 訳,191頁)。
(79>C.StewartDoty,edited,oρ.6ガ'.,p.105.(前掲 書 邦 訳,196-197頁)。
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ハー トウェルのような右肩上が りの経済成長論者であ り,楽 観論者であっても,極 度の貧困,
循環的経済変動や技術的原因による失業の存在,す なわち苦難の存在 したことを無視すること
は出来なかった。「しか し平均寿命の上昇や消費 の増加 は,福 祉の究極的な尺度ではな く,そ し
て大部分の労働者の生活水準が上昇 した ことは,そ れが高かった ということで もなければ,そ
れが急速 に上昇 したことを証明するものでもなく,ま た極度の貧困や循環的変動および最 も悲
惨な性格の技術的原因による失業が存在 しなかったとい うことで もない。 この時期の苦難 を無
視することは,新 しい産業によってつくり出された富や機会(富 への)を 否定することと同 じ
㈲
ようにおろかなことである」 としている。そして 「この時期の不満の大部分は,著 しく巨大化
した新 しい諸問題や古い諸問題,た とえば人口の増加,都 市化,工 場の状態,景 気および雇用
の変動 といった諸問題 を処理する能力が欠けているということによるものであった。 また この
時期の緊張状態は,急 速 に変化する社会的および経済的諸関係か ら自然に発生 した ものであっ
(ell
た。… しばしば困窮の原因であった ものは,強 欲 よりも無知であった」 としている。ハー トウ
ェルによれ ば,産 業革命期の不満の大部分は,問 題処理能力の欠如 によるものであり,こ の時
期の緊張状態は,社 会的 ・経済的諸関係か ら自然 に発生 した ものであ り,こ の時期の困窮の原
因は無知であったということになる。
ハー トウェルは,産 業革命前は比較的豊かで環境 も良好であり,労 働制度も確立 してお り,
その中でゆったりと生活 し,労 働することが出来たが,産 業革命期になると大工場制度 と都市
化によって賃金 と労働諸条件が劣悪化 し,生 活水準が低下 したというような見解には一切反対
してい る。ハー トウェルは,産 業革命期には,生 活水準 は急速には上昇 しなかったけれども,
生産高 は増大 し,生 活水準 は確実に上昇 したとみている。ハー トウェルは,産 業革命期の苦難
をも,工 業や農業における生産力の増大 と社会経済状態の改善努力によって克服 して,生 活水
準 を上昇しえたし,「進歩」 を実現 しえた とみている。
IV.結 語
産業革命は,人 口の増加をはるかに上回る生産の増加 をもた らしたことも事実であ り,物 質
的生活水準 を絶対的に上昇 させた ことも事実である。1800年 よりも1900年 の方が生産水準 も生
活水準 も向上 していた ことは事実である。 しかし18世紀の末葉から19世紀の前半 までの時期に
おいては,社 会の変化が急激であり,国 民所得の分配があまりにも片寄 り過 ぎて労働者の実質
賃金,そ の生活水準 はあまり上昇 しなかったり,停 滞 した り,低 下 した りした。 また当時の社
会 においては,工 業や内外商業によって獲得された貨幣は,そ のまま退蔵 されたり,奢 修 ・享
楽のために使われた り,土 地を獲得して地主になるために流用 された りして,工 業や農業の近
(80)C.StewartDoty,edited,oρ.6".,p.105.(前掲 書 邦 訳,197-198頁)。
(8uC.StewartDoty,edited,oヵ.o".,pp.105-106.(前掲 書 邦 訳,198頁)。
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代化への一大飛躍のために効率的に投入されず,大 工業化のための資本は,蓄 積 された貨幣の
一部分にしか相当しなかった。産業資本家は,大 工業化のための資本を得 るために国民 とくに
労働者に賃金の低下 と劣悪労働条件を強制 した りした。当時は,資 本不足 とそれをカバーする
⑬
ための一般民衆の生活水準の低下あるいは停滞 は,ほ とんどさけられない状態にあった。19世
紀の前半頃までは,重 商主義的保護立法(た とえば穀物法 と航海条例)が 廃止されなかったり,
工場法が未整備であった り,政 府機構の近代化があまり進まなかった り,労 働組合活動が不十
分であった り,い わゆる改良主義さえもうま く機能 しなかったために生産 は増大 しても分配は
改められず,生 活水準の停滞あるいはその低下 さえもたらした。当時の民衆は,産 業革命や市
民革命や改良主義の恩恵にもほとんど浴することも出来ず,あ るいはほんの少 し恩恵にあずか
ったにすぎず,生 産 と国富の増大,地 主 と資本家の利益の増大に貢献することになった。イギ
リス一般国民の生活水準の上昇,彼 等への上からのおこぼれが もた らされるのは,19世 紀後半,
黄金時代が到来 してか らである。
産業革命の生活水準に関する論争は,19世 紀中葉,ポ ーター(G.R.Porter)の ような楽観論
者 による,マ ルクス(KarlMarx)や エンゲルス(FriedrichEngels)等 の悲観的産業革命論
⑬
者への批判か ら始 まった。1920年 代後半ないしは,1930年 代の生活水準論争は,ク ラバム(J.
H.Clapham)に よるハモンド夫妻(J.L.HammondandBarbaraHammond)批判 というか
たちで再開された。1950年 代末か ら1960年 代にいたる激烈な生活水準論争 は,ハ ー トウェルに
㈲
よるホブズボーム批判,後 者 による前者批判 とい うかたちで再々閉 した。両者間には,生 活水
準の測定 とそれに定義を下すことの困難な問題 とをめぐって意見の対立をみた。ハー トウェル
は,産 業革命期の諸困難 をある程度前提にしなが らではあるが,人 口増加 を上回る生産の増加,
実質賃金の上昇,生 活水準の上昇(あ まり急激ではない としても)が みられた としている。そ
れに対 してホブズボームは,産 業革命期における国民所得をよ り公平にするための機構の欠如,
もしくはそれをいっそう不公平にするような機構 の存在,投 資効率のわるさか ら,必 要以上に
貯蓄 と資本を必要とするような機構の存在 とが,一 般民衆の労働諸条件 と生活諸条件を低下さ
せ,生 活水準を停滞 させた り,悪 化 させた りしたとみている。ホブズボームは,ト ムス ン(E.
P.Thompson)な どと共に労働諸条件,都 市環境,政 治的抑圧,失 業,新 救貧法の過酷な内容
㈹ ・
等について検討することの重要性を提案 している。







StandardsandExperiences,pp.347-384.PatHudson,ox。6∫彦.,p.30.(前 掲 書 邦 訳,50頁)。
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V.産 業革命軽視論(産 業革命のマクロ経済的修正論)へ の補足
パ ッ ト・ハ ドソンは,「産業革命における工業生産 と生産性 との増大を最小限に評価する,今
⑳
日の正統派への最初の貢献は,1982年 のハーリー(C.K.Harley)に 発す る」としている。ハー
リーは,直 接的な指数を工業原料の使用量の増加 と内国消費税額から算定 して,産 業革命前す
なわち18世 紀初頭の工業部門の規模が,デ ィーンやコールが考えていたよりも大きなものであ
り,従 ってその後の産業革命期の成長規模は,今 まで考 えられていた程劇的なものではなかっ
た としている。 しかも八一リーは,人 口増加がディーンやコールが考 えていたよりも早い時期
か ら始 まってお り,そ のような人口推計 は直接的 な情報が入手不可能な場合には,い くつかの
㈱
部門における産出量:を評価するのに極めて重要であるとしている。ハー リーは,産 業革命を極
力軽視 して,そ の革命性 を捨てさり,歴 史の連続性のみを強調している。
クラフツ(N.F.R.Crafts)は,と くに1985年 の著書において産業革命のマクロ経済的修正論
に貢献 した。 クラフツは,リ ンダー ト(Lindert)と ウィリアムソン(Williamson)の 職業分布
(occupationaldistribution)を 利用 して,一 人当 りの成長 とその総計 とを部門別に推計 し,一
人当 りの所得の伸びが,1830年 にいたるまでの100年 間において,以 前 に考えられていたよりも
著 しく低かった としている。クラフツによればその原因は,特 に製造業 における生産性の伸び
が著 しく緩慢であった ことだとされている。すなわち製造部門における全要素生産性(total
factorproductivity)の 伸び率 は,1760年 か ら1801年 までの間に年平均たったの0.2パ ーセン ト
であ り,1801年 から1831年 までの間 に年平均たったの0.4パ ーセン トに過 ぎなかったとしてい
る。 クラフツは,工 業経済が依然 として伝統的な部門と後進的な生産方法 とによって支配 され
ていた とみなしている。そして製造業全体における生産性の変化すなわち上昇のおそらく半分
は,一 つの小 さな型破 りの製造部門すなわち木綿工業 によって,引 き起 こされたものであった
と主張 している。木綿工業は伝統の大海に浮かぶ近代的な部門であった。「発明の才 による大成 ・
功が実を結ぶのが,た だ緩慢であっただけではない。革新活動が普及 していた とみなす ことも,
鵬)
妥当ではないようである」 としている。
以上のところがらもあきらかなように,ク ラフツは,成 長指数に著 しい不連続性 を示す証拠
を見出す ことが出来 ないという理由により,産 業革命期の革新運動は制限されたものであった
⑲①
という結論を導 き出 している。クラフツは,産 業革命の存在を軽視もしくは否定 している。





(90)PatHudson,op.σ舐,p.39.(前 掲 書 邦 訳,61頁)。
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ウィリアムソン(J.G.Williamson)は,新 古典派の均衡モデルを使用 して,部 門シェア・要
素市場の性質 ・成長の阻害要因を評価 している。イギ リスの工業化を本当に減速 させたものは,
産業革命期において労働 ・資本市場が不成立であった ことだとしている。彼によると労働市場
の欠陥 ・その不成立は,そ れ と関連する雇用 ・分配 ・蓄積に重大な影響 を与え,経 済全体 の成
長 を抑え,と りわけ1830年 代,1840年 代には国民総生産(GNP)の3パ ーセントを失わしめた
¢9D
かも知れないとしている。ウィリアムソンは,資 本市場の不成立,と くに1770年 代 と1790年 か
ら1815年 までの問における戦時投資が,民 間の資本蓄積(civilianaccumulation)を 締め出し
たことが,経 済成長 を抑制 し,労 働者階級の生活水準 を引 き下げる一因となった としている。
ウィリアム ソンは,19世 紀の最初の数十年の民間の資本蓄積の締 め出 し効果(crowdingout
effect)が 国民総生産 の8パ ーセン ト以上 を失わせる程のものであった としている。ウィリアム
ソンによると産業革命期 の低経済成長は,独 特の発想である労働市場 と資本市場の不成立,資
本形成度の低位性,資 本 ・労働比率のほとん ど変化 していない状態が原因であるとされている。
ウィリアムソンは,資 本の注入があまり行なわれなかったにもかかわらず,そ れらの時期にお
いては,ク ラフツとは異なり,技 術革新 と改良が行なわれて生産 と生産性の増大がみられたと
している。
マクロ経済的観点に立 った産業革命論 は,「産業革命のようなものの存在 は疑わ しい」という
立場 をとってお り,極 度の産業革命軽視論だ と言いうる。すなわちその当該時期 において,工
業生産の増大 は緩慢であ り,固 定資本比率,貯 蓄,投 資の変化は漸進的変化にとどまっており,
1830年 以前の労働者の生活水準 と個人消費 は概 して影響を受けていない状態であ り,労 働人口
が農業か ら移動 したとい うことを別 とすれば,経 済転換を示すマクロ経済的指標 は存在 しなか
った とみている。
(9DJ,G.Williamson,`WhywasBritishEconomicGrowthsoSlowduringtheIndustrial
RevolutionP',∫oκ γηα!ofE60ηo〃z♂6πゴ∫'07ッ,44(1984).
